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日本経済住宅投資ブレーキ

内閣府「国民所得統計」2025年7-9月期では、設備投

資が堅調なものの、日本経済の1割程度を占める住宅投

資には大きなブレーキがかかる結果となった。2025年

4月以降、建築規制等が強化された結果、その影響が7-

9月期の住宅投資を大きく減少させることに結びついて

いる。規制制度要因による減少であり一過性とは言えず、

裾野の広い住宅投資に関して2026年に向け抑制的と

なる可能性がある。(資料:財務省)
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建築コスト上昇

国民所得ベースの住宅投資は大きく減少する結果と

なったが、その要因として建築規制等強化に加え、建築

関連コストの増加がある。規制等強化自体が建材コスト

上昇に影響していることに加え、床面積が減少を続けて

いる中で、建築予定額が増加傾向にある。建築材料卸価

格は2024年迄横ばいの動向にあるが、労務費等を含め

た建築予定額が増加し続けている。建築コストの増加も

住宅建設等の抑制要因となっている。(資料:国土交通省)

面積単位実質予定額横ばい

住宅建設等のコストが増加している動向を、面積当た

り実質予定額と名目予定額に分けて見ると、名目予定額

が増加しているのに対して、実質予定額の増加は極めて

緩やかであり、建築コストの増加は住宅の実質価値に結

びつく要因よりも、投入費用の上昇による価格上昇に結

びついていることが分かる。こうした住宅価格の名目上

昇は、長期金利の上昇が重なり合い住宅投資を一層抑制

する要因となっている。(資料:国土交通省)

https://forms.gle/H7jdEfktQ4S87nNC6

